
 

 

 

人 事 課 

    

議案第６６号 

港区職員の懲戒に関する条例の一部改正について 

 

 

１ 目  的 

 地方公務員の定年引上げに関する措置を定めた地方公務員法の一部改正に伴い、港

区職員の懲戒に関する条例の一部を改正します。 

 

２ 改正内容 

  減給の懲戒処分を受ける職員の給料について、６０歳到達日後の最初の４月１日か

ら給料月額が７割水準となるなど変動があった場合は、当該変動後の給料月額の５分

の１の額を上限として減給することを定めます。 

   

（例）６０歳に到達した職員が令和Ｘ年３月（１０割水準）と４月（７割水準）の２

か月間にわたって「減給１／５」を受けた場合 

〇令和Ｘ年３月 給料：２５万円（１０割） 

    減給：２５万円×１／５＝▲５万円 

     

〇令和Ｘ年４月 給料：１７万５千円（＝２５万円×７割） 

        減給：１７万５千円×１／５＝▲３万５千円 

      

３ 施行期日 

令和５年４月１日 
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